
 - 1 - 

令和５年度版 

中堅教諭等資質向上研修 Ｑ＆Ａ 
（小学校・中学校・義務教育学校・高等学校・特別支援学校） 

 

 

１．全般について 

Ｑ１ 令和４年度からの変更点はありますか。 

Ｑ２ 勤務実績で年数を数えるのはなぜですか。 

Ｑ３ 勤務実績と採用年数はどう違うのですか。 

Ｑ４ 他都道府県で教諭経験がありますが、採用年数はどのように数えますか。 

Ｑ５ 「必修研修」とはどのようなものですか。 

Ｑ６ すでに「共通研修」を５日間受講しましたが、さらに「必修研修」を受けなけれ

ばならないのですか。 

Ｑ７ 共通研修を何度でも受講できるとありますが、受講したことのある研修講座を再度

受講することもできますか。 

Ｑ８ 「共通研修」に充てることのできる、県教育委員会が実施する指定の研修会等と

はどのようなものですか。 

Ｑ９ 中堅教諭等資質向上研修の対象期間を過ぎても研修は受講できますか。また、何

か手続きは必要ですか。 

Ｑ10 「必修研修」や「共通研修」、「自己啓発研修」の申込みはどのように行います

か。 

Ｑ11 県内の人事交流で他の校種に勤務中ですが、中堅教諭等資質向上研修を受講でき

ますか。 

Ｑ12 研修実施計画書【様式９】は、毎年作成するのですか。また、市町村教育委員会

には全員分を提出しますか。 

Ｑ13 「教育セミナー」や一般研修の講座を中堅教諭等資質向上研修に充てることはで

きますか。 

Ｑ14 「研修報告書【様式10】」と「研修実施報告書【様式11】」の違いは何ですか。 

Ｑ15 今年度、異動した当該教諭の受講履歴等は、どのようにすればよいですか。  

 

２．休職・停職・休業(育休等)について 

Ｑ１ 現在、休職・停職・休業(育休等)中の当該教諭や、今年度に休職・停職・休業(育

休等)することが決定している当該教諭は、研修実施計画書【様式９】を提出します

か。 

Ｑ２ 昨年度に休職・停職・休業(育休等)で延期し、今年度に復帰する当該教諭は、ど

のように中堅教諭等資質向上研修を進めればよいですか。  
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３．自己啓発研修について 

Ａコース（校内・自主研修）について 

Ｑ１ 研究主題は、教科等でなければいけませんか。 

Ｑ２ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」に、校内の公開授業を充てること

ができますか。また、市町村の教科等研究会への参加を充てることができますか。 

Ｑ３ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」は、校外で実施される研修とありま

すが、オンラインで開催している研修等を充てることはできますか。  

Ｑ４ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」は、論文等の作成までに全て受講

しなければいけませんか。 

Ｑ５ 論文等は、どのようなものを作成すればいいですか。書式等はありますか。  

 

Ｂコース（教科等研究会研修）について 

Ｑ１ Ｂコースの活動はどういったものになりますか。 

Ｑ２ 教科等研究会はどの研究会でもいいのですか。市町村の教科等研究会も含まれます

か。 

Ｑ３ 修了の認定は誰がするのですか。 

Ｑ４ 修了確認書の提出が実施報告の期日に間に合わない場合はどうすればよいでしょう

か。 

 

４．その他 

Ｑ１ 教科等研究会に参加しましたが、急な公務のために途中で退席しました。研修とし

て認定されますか。 

Ｑ２ 奈良市も同様の研修形態となっていますか。 

Ｑ３ 人事交流で奈良教育大学附属小学校（中学校）、奈良女子大学附属小学校（中等教

育学校）に勤務することになりました。中堅研修はどうなりますか。  
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１．全般について  

Ｑ１ 令和４年度からの変更点はありますか。 

Ａ１ 主な変更や追加事項は次の２点です。 

①令和５年度の自己啓発研修は２コースからの選択となります。  

「自己啓発研修Ｄコース（社会体験研修）」は、令和４年度に引き続き新

型コロナウイルス感染症の影響を鑑み、令和５年度も実施しません。令和

５年度の自己啓発研修は、Ａコース（校内・自主研修）・Ｂコース（教科

等研究会研修）のどちらかから選択してください。なお、Ｄコース（社会

体験研修）の実施について、令和６年度までに研修内容等を見直す予定で

す。 

②養護教諭・栄養教諭・学校事務職員の校外研修は「必修研修」1日、「共通

研修」1日及び「専門研修」３日の計5日間を受講することとしました。 

①及び②の２点について、詳細は「「中堅教諭等資質向上研修」実施の手引」

及び「研修講座ガイドブック－キャリア育成の手引－」で確認してください。 

 

 

Ｑ２ 勤務実績で年数を数えるのはなぜですか。 

Ａ２ 平成29年度から実施してきた実績と中堅教諭等資質向上研修の本質を踏まえ、

当該教諭のキャリアに応じた研修とするためです。また、令和５年度から、研

修履歴の管理が始まることから、教員等育成指標や研修計画全体を通して経験

やキャリアに応じた研修が受講できるようにしました。  

 

 

Ｑ３ 勤務実績（年）と採用年数はどう違うのですか。  

Ａ３ 勤務実績は、実際に勤務した年数です。ただし、休職・停職・休業(育休等)の期

間が連続12か月以上の場合には、年単位で勤務実績から除きます。勤務実績の

計算等については、「「中堅教諭等資質向上研修」実施の手引」を確認してく

ださい。 

採用年数は、採用から何年目かを数えた年数です。休職・停職・休業(育休等)の

期間も含めて数えます。 

 

 

Ｑ４ 他都道府県で教諭経験がありますが、採用年数はどのように数えますか。  

Ａ４ 他都道府県や私学での教諭経験（臨時的に任用された期間を除く）がある方は、

その年数を加えて数えます。 

 

 

Ｑ５ 「必修研修」とはどのようなものですか。  

Ａ５ 公立の小学校等における教育に関し相当の経験を有し、教育活動等における中

核的な役割を果たすことが期待される中堅教諭等に対し、より一層職務に関す

る専門知識や幅広い教養を身に付けるための研修です。本県の教育目標及び教

育課題等に関する知識や理解を深め、自己のキャリアをプランニングできる力

の育成、同僚性を構築する力及びマネジメント等の能力を身に付けることを目

的としています。 
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Ｑ６ すでに「共通研修」を５日間受講しましたが、さらに「必修研修」を受けなけ

ればならないのですか。 

Ａ６ 令和３年度末までに共通研修５講座を修了している当該教諭については、必修

研修を受講しなくてもかまいません。 

 

 

Ｑ７ 共通研修を何度でも受講できるとありますが、受講したことのある研修講座を

再度受講することもできますか。  

Ａ７ 学び続ける教員を支える仕組みとして、中堅教諭等資質向上研修の対象期間中

は、受講したことのある研修講座を何度でも受講することを可能としています。 

 

 

Ｑ８ 「共通研修」に充てることのできる、奈良県教育委員会（以下「県教育委員会」

という。）が実施する指定の研修会等とはどのようなものですか。 

Ａ８ 令和５年度は次の二つです。 

・【2071 体育指導力向上研修講座】(健康・安全教育課主催) 

・【2243 人がつながる「地域と共にある学校づくり」研修講座】(人権･地

域教育課主催) 

※令和５年度は、実施内容等の変更により県教育委員会主催の「教育課程研究

集会」を共通研修に充てることはできません。（令和元年度及び令和２年度  

の「教育課程研究集会」は、共通研修に充てることができます。）  

 共通研修に充てることができる日数は全５日分のうち２日までとします。 

 また、令和３年度から講座の改編等のため、同じ講座を２日充てることはで

きません。 

 

〇充てることができる組合せ例      

 ・令和元年度の「教育課程研究集会」と「体育指導力向上研修講座」で２日  

 ・令和元年度の「体育指導力向上研修講座」（５日間開催）を２日  

●充てることができない組合せ例 

 ・令和元年度と令和３年度の「人がつながる「地域と共にある学校づくり」

研修講座」で２日 

 ・令和２年度と令和４年度の「体育指導力向上研修講座」で２日  

 

申込方法等、詳しくは「「中堅教諭等資質向上研修」実施の手引」及び「研

修講座ガイドブック－キャリア育成の手引－」で確認してください。 

このほか、県教育委員会が主催した教員免許状更新講習の履修認定をもって

共通研修に充てることができます。  

 

 

Ｑ９ 中堅教諭等資質向上研修の対象期間を過ぎても研修は受講できますか。また、

何か手続きは必要ですか。 

Ａ９ 休職・停職・休業（育休等）で研修を延期した場合等は、当該教諭の実情に合

わせて勤務実績10年を過ぎても研修を受講することができます。研修を延   

期していた勤務実績８年以上の対象者が職務に復帰した場合は、復帰した段階    

で改めて研修実施計画書【様式９】を作成し、奈良県立教育研究所（以下「教

育研究所」という。）に提出してください。 
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Ｑ10 「必修研修」や「共通研修」、「自己啓発研修」の申込みはどのように行いま

すか。 

Ａ10 「必修研修」及び「共通研修」については、教育研究所で実施する一般研修講

座と同様に教育研究所Ｗebサイトに掲載の申込みフォームから申し込んでく

ださい。 

「自己啓発研修」については、コースによって異なりますので、「「中堅教諭

等資質向上研修」実施の手引」及び「研修講座ガイドブック－キャリア教育の

手引－」で確認してください。 

 

 

Ｑ11 県内の人事交流で他の校種に勤務中ですが、中堅教諭等資質向上研修を受講で

きますか。 

Ａ11 「必修研修・共通研修」及び「自己啓発研修」を受講できますが、「自己啓発

研修Ａコース（校内・自主研修）」を選択する場合は、置籍校に戻ってから実

施してください。また、研修実施計画書【様式９】や研修実施報告書【様式11】

は、勤務校から提出してください。 

 

 

Ｑ12 研修実施計画書【様式９】は、毎年作成するのですか。また、市町村教育委員

会等には全員分を提出しますか。 

Ａ12 研修実施計画書は、学校長が当該教諭の能力、適性等について評価を行い、そ

れを基に、毎年作成してください。 

学校長から市町村教育委員会等に研修実施計画書を提出するのは、次に該当す

る教諭等についてのみです。 

・勤務実績３年及び勤務実績７年に該当する者 

・諸事情により今年度から中堅教諭等資質向上研修を開始する者 

・奈良市から異動してきた者 

・今年度に休職・停職・休業（育休等）により延期をする勤務実績８年以上

の者 

・休職・停職・休業（育休等）により延期をしていて、今年度に復帰をした

者 

・４月１日現在で在職期間が10年に達している養護教諭・栄養教諭・学校事

務職員 

 

 

Ｑ13 「教育セミナー」や一般研修の講座を中堅教諭等資質向上研修に充てることは

できますか。 

Ａ13 共通研修に充てることはできません。  

ただし、次の場合については充てることができます。なお、充てる場合には、

学校長の認可が必要です。 

・「自己啓発研修Ａコース」の「自主的な研修」  

・移行措置を適用する採用14年目以上の当該教諭の「自主的な研修」 
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Ｑ14 「研修報告書【様式10】」と「研修実施報告書【様式11】」の違いは何ですか。 

Ａ14 「研修報告書【様式10】」は、当該教諭が作成し、毎年、学校長に提出するも

のです（履歴把握のため）。 

「研修実施報告書【様式11】」は、中堅教諭等資質向上研修全課程を受講した

当該教諭について、それまでの研修報告書【様式10】を基に学校長が作成し、

市町村教育委員会等に提出するものです。 

 

 

Ｑ15 今年度、異動した当該教諭の受講履歴等は、どのようにすればよいですか。 

Ａ15 基本的には、当該教諭の自己管理となります。その際、学校長に提出している

研修報告書【様式10】を活用してください。加えて、主に教育研究所で実施す

る中堅教諭等資質向上研修の必修研修及び共通研修の受講履歴については、教

育研究所でも管理しています。  

 

 

 

２．休職・停職・休業(育休等)について  

Ｑ１ 現在、休職・停職・休業(育休等)中の教諭や、今年度に休職・停職・休業(育休

等)することが決定している教諭は、研修実施計画書【様式９】を提出しますか。 

Ａ１ 現在、休職・停職・休業(育休等)中の教諭や、今年度に休職・停職・休業(育休

等) することが決定している教諭であっても勤務実績３年及び７年に達した当

該教諭は、研修実施計画書の提出年度になります。提出する際は、備考欄に受

講延期期間とともに延期の理由を記入して提出してください。 

ただし、中堅教諭等資質向上研修を単年度で実施する養護教諭、栄養教諭、学

校事務職員が休職・停職・休業(育休等)する場合については、当該年度に研修

実施計画書を提出する必要はありません。復帰して中堅教諭等資質向上研修を

受講する年度に研修実施計画書を作成し、提出してください。 

 

 

Ｑ２ 昨年度に休職・停職・休業(育休等)で、中堅教諭等資質向上研修を延期し、今年

度に復帰する当該教諭は、どのように中堅教諭等資質向上研修を進めればよい

ですか。 

Ａ２ 採用年数に関わらず、復帰が確定次第、研修実施計画書【様式９】を改めて作

成してから進めてください。ただし、市町村教育委員会等に研修実施計画書を

提出するのは勤務実績８年以上の当該教諭のみとなります。 
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３．自己啓発研修について  

・Ａコース（校内・自主研修）について 
Ｑ１ 研究主題は、教科等でなければいけませんか。  

Ａ１ 学校長が認めた研究主題であれば、教科等以外（生徒指導等）でも可能です。  

 

 

Ｑ２ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」に、校内の公開授業を充てるこ

とができますか。また、市町村の教科等研究会への参加を充てることができま

すか。 

Ａ２ 自主的な研修とは、学校長が当該教諭の資質・能力に応じて自主的な研修とし

て認める校外で実施される研修です。よって、校内の公開授業を充てることは

できません。 

ただし、市町村の教科等研究会への参加については、校内外の研修に関わらず、

学校長が認めれば充てることができます。  

  

  

Ｑ３ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」は、校外で実施される研修とあ

りますが、オンラインで開催している研修等を充てることはできますか。  

Ａ３ 自主的な研修について、同時双方向通信によるリアルタイム・オンライン研修

に限り充てることが可能です。また、２時間以上の研修時間で1日分とします。

自主的な研修にオンライン研修を充てる場合は、１回の受講につき１枚のオン

ライン研修報告書【様式15】を作成の上、学校長に提出し、学校で管理してく

ださい。学校長が認めれば自主的な研修とすることができます。  

 

 

Ｑ４ 「研究のための研修（自主的な研修）５日間」は、論文等の作成までに全て受

講しなければいけませんか。 

Ａ４ 論文等とは、原則１年間で実践等を通じた研究及び研修の成果をまとめたもの

です。「研究のための研修（自主的な研修）５日間」は、研究を実施するため

に必要な研修ですので、原則として論文等作成までに行ってください。 

 

 

Ｑ５ 論文等は、どのようなものを作成すればいいですか。書式等はありますか。  

Ａ５ 教育研究所Ｗebサイトからダウンロードできる書式【様式14Ａ】に準じた形式

で作成してください。（Ａ４用紙４枚以上）  

 

 

・Ｂコース（教科等研究会研修）について  

Ｑ１ Ｂコースの活動はどういったものになりますか。  

Ａ１ 各研究会によって活動内容や認定条件、参加を希望する際の連絡方法等に違い

があります。詳しくは学校長に相談してください。  

 

Ｑ２ 教科等研究会には市町村の教科等研究会も含まれますか。 

Ａ２ 各研究会長の了承を受けている県教育委員会が指定する教科等研究会のみとな

ります。詳しくは学校長に相談してください。  
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Ｑ３ 修了の認定は誰がするのですか。  

Ａ３ 当該教諭が参加した教科等研究会の会長と、所属校の学校長です。 

 

 

Ｑ４ 修了確認書の提出が実施報告の期日に間に合わない場合はどうすればよいでし

ょうか。 

Ａ４ 各教科等研究会によって行われる自己啓発研修Ｂコースにおける認定方法等が

異なることから、研修実施報告書【様式11】の期日までに修了確認書【様式13

Ｂ】が間に合わない場合があります。その場合は、書類が整い次第、修了確認

書【様式13Ｂ】を年度内に提出してください。なお、研修実施報告書【様式11】

については、自己啓発研修の備考欄に「修了予定」と記載して期日までに先に

提出してください。 

 

 

 

４．その他  

Ｑ１ 自己啓発研修Ａコース等の自主的な研修として教科等研究会に参加しました

が、急な公務のために途中で退席しました。研修として認定されますか。  

Ａ１ 原則として認定されませんが、状況に応じて学校長と相談してください。教科

等研究会の事務局に確認の連絡はしないでください。  

 

 

Ｑ２ 奈良市も同様の研修形態となっていますか。 

Ａ２ 奈良市と連携・協働しています。同様の研修形態ですが、「自己啓発研修」に

おいて若干の内容の違いはあります。  

奈良市から異動してきた当該教諭が、中堅教諭等資質向上研修を実施中の場合

は、研修実施計画書【様式９】に、奈良市で受講済の研修について、「受講年

月日」「講座番号」「内容」「研修場所」等を転記し、備考欄に「済」を入れて

ください。また、奈良市に転出の場合は、研修報告書【様式10】の内容を引き

継いでください。 

 

 

Ｑ３ 人事交流で奈良教育大学附属小学校（中学校）、奈良女子大学附属小学校（中

等教育学校）に勤務することになりました。中堅研修はどうなりますか。  

Ａ３ 県教育委員会と奈良教育大学、奈良女子大学とは連携協力に関する協定をそれ

ぞれ結んでおり、その内容の中に、教員研修に関する事項も含まれています。

詳細については、教育研究所まで御相談ください。  

 


